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他都市の前文・基本理念等 

１．千葉県 

（前文） 

障害のある人もない人も、誰もが、お互いの立場を尊重し合い、支え合いながら、安

心して暮らすことのできる社会こそ、私たちが目指すべき地域社会である。  

このような地域社会を実現するため、今、私たちに求められているのは、障害のある人

に対する福祉サービスの充実とともに、障害のある人への誤解や偏見をなくしていくた

めの取組である。  

この取組は、障害のある人に対する理解を広げる県民運動の契機となり、差別を身近

な問題として考える出発点となるものである。そして、障害のあるなしにかかわらず、

誰もが幼いころから共に地域社会で生きるという意識を育むのである。  

すべての県民のために、差別のない地域社会の実現と、一人ひとりの違いを認め合い、

かけがえのない人生を尊重し合う千葉県づくりを目指して、ここに障害のある人もない

人も共に暮らしやすい千葉県づくり条例を制定する。 

（基本理念）  

第三条 すべて障害のある人は、障害を理由として差別を受けず、個人の尊厳が重んぜ

られ、その尊厳にふさわしく、地域で暮らす権利を有する。  

２ 障害のある人に対する差別をなくす取組は、差別の多くが障害のある人に対する誤

解、偏見その他の理解の不足から生じていることを踏まえ、障害のある人に対する理

解を広げる取組と一体のものとして、行われなければならない。 

３ 障害のある人に対する差別をなくす取組は、様々な立場の県民がそれぞれの立場を

理解し、相協力することにより、すべての人がその人の状況に応じて暮らしやすい社

会をつくるべきことを旨として、行われなければならない。 

２．北海道 

（前文） なし 

（基本理念） 

第３条障がい者の権利を実現し、及び社会参加を確保するための社会生活に関する施策

の推進に当たっては、次に掲げる事項を基本とする。 

(１) 行政機関、学校、地域社会、道民、事業者その他関係団体が、相互に連携して
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社会全体で取り組むこと。 

(２) 障がい者への差別を防止し、障がい者の暮らしづらさを解消し、及び障がい者

の権利を最大限に尊重すること。 

(３) 保健、医療、福祉、労働、経済、教育その他障がい者に関するあらゆる分野に

おいて、総合的に取り組むこと。 

(４) 道内における地域間の格差の是正を図ること。 

３．岩手県 

（前文） 

 これまで本県においては、障がいのある人の福祉向上のための様々な取組が行われ、

障がいについての県民の理解は徐々に深まりつつある。 

 しかしながら、依然として、障がいのあることを理由に、障がいのある人を区別する

意識やこれに基づいた社会における制度が存在し、障がいのある人の社会参加を妨げる

障壁となっている。 

 私たちは、このような状況を憂慮し、これまで障がいのある児童等と障がいのない児

童等が分け隔てなく教育を受けられる機会の拡充が十分に図られていなかったことや

障がいのある人に対する誤解、偏見、理解の不足等を解消するための取組が十分に行わ

れていなかったこと等が一因となって様々な障壁を生み、障がいのある人の地域社会へ

の参加を妨げてきたということを改めて認識しなければならない。 

 今、全国を上回る速度で少子高齢化が進み、地域の担い手が減少していく中にあって、

今後、本県が持続可能な社会を構築していくためには、障がいのある人もない人もそれ

ぞれが地域における役割を担い、共に生きる地域づくりを早急に進めていく必要があ

る。そのためには、すべての県民が等しく地域社会の一員としてあらゆる分野に参加す

ることができるよう、共に学び共に生きる中で、将来の地域づくりを担うかけがえのな

い人材に対する正しい知識の普及と理解の促進を図り、障がいのある人に対する不利益

な取扱いを解消することが必要である。 

 ここに私たちは、障がいのある人と障がいのない人とが互いに個人の権利を尊重し合

いながら心豊かに主体的に生活することができる地域づくりを目指すことを決意し、こ

の条例を制定する。 

（基本理念） 

第３条 障がいについての理解の促進及び障がいのある人に対する不利益な取扱いの

解消は、障がいのある人自らが選択した地域において生活し、地域社会を構成する一
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員として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する権利を尊重すること

を基本として、行われなければならない。 

２ 障がいのある人に対する不利益な取扱いの解消のための取組は、不利益な取扱いの

多くが、障がいに対する誤解、偏見、理解の不足等に起因するものであることにかん

がみ、障がいについての理解を深めることを基本として、行われなければならない。

４．さいたま市 

（前文） 

誰もが皆、その人らしく、人として豊かに生活をする権利を有している。誰もが、本

来、自らの決定及び選択に基づいて社会のあらゆる分野の活動に参加し、及び参画する

権利を有している。これらの権利の主体であることは、障害の有無にかかわらない。 

ある人が、障害の有無にかかわらず、地域生活において活動し、社会参加をするに当

たって、何らかの不当な制約を受けることがあるとすれば、日本国憲法で保障されてい

る基本的人権の侵害となる。 

本市は、国際連合で採択された障害者の権利に関する条約の理念を踏まえた障害を理

由とするいかなる種類の差別もない社会の実現を目指している。 

その目指す社会は、人として生まれながらに持つ権利と自由を、障害のある人にもな

い人にも同じように認める社会である。市民は、障害の有無にかかわらず、誰もが、基

本的人権の主体であって、社会の一員である。 

ここに、市民が、誰も侵すことができない基本的人権の主体として、尊厳をもって、

未来にわたって、安心して地域で生活できる社会の実現を目指し、この条例を制定する。

（基本理念） 

第３条 障害者への差別をなくし、及び虐待を防止するための取組は、市、市民及び事

業者並びに障害者の医療、保健、福祉、教育、就労等に関係する機関（以下「関係機

関」という。）が障害者を権利の主体であると認識し、その権利を尊重し、それぞれ

の障害に対する理解を深めることにより行われなければならない。 

２ 障害者の権利の擁護並びに障害者の自立及び社会参加の支援に関する施策の推進

は、市、市民、事業者及び関係機関が相互に連携し、並びに障害者の選択を尊重する

ことにより行われなければならない。 

３ 障害者の権利の擁護並びに障害者の自立及び社会参加の支援に関する施策の推進

は、障害者が市民の一員として地域において生活し、それぞれにふさわしい役割を果

たすことができるよう行われなければならない。 
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５．熊本県 

（前文） 

私たちが住む熊本県では、先人のたゆまぬ努力により、共に支え合い、助け合う地域

社会が築かれてきた。しかしながら、その地域社会には、障害者が障害を理由として差

別を受けたり、障害への配慮がないため暮らしにくさを感じたりするなど、依然として、

障害者にとって地域での安心した生活が妨げられている状況がある。 

これまで、障害者への理解を深める様々な取組が行われてきたにもかかわらず、この

ような状況が続く背景には、障害者の社会参加を制約している物理的な障壁あるいは障

害者に対する偏見や誤解といった意識上の障壁など、様々な社会的障壁がある。今、私

たちには、障害者を取り巻くこれらの障壁を取り除く取組が求められている。 

国内外において、障害者の権利を擁護する意識が高まりつつある中で、熊本県におい

ても、障害を理由とした差別をなくし、社会的障壁を取り除く取組を促進し、障害のあ

る人もない人も、一人一人の人格と個性が尊重され、社会を構成する対等な一員として、

安心して暮らすことのできる共生社会を実現しなければならない。 

ここに、この使命を強く自覚し、県民一人一人が力を合わせて、こうした社会を着実

に築き、次の世代に引き継いでいくことを目指して、この条例を制定する。 

（基本理念） 

第３条 障害者の権利擁護等のための施策は、全ての障害者が、障害者でない者と等し

く基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、自らの意思によって社会

経済活動に参加し、自立した地域生活を営む権利を有すること及び何人も、障害者に

対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしては

ならないことを踏まえ、全ての県民が各々の役割を果たすとともに、相互に協力する

ことを旨として行われなければならない。 

６．八王子市 

（前文） 

私たちのまち八王子は、全ての人が基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重ん

ぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有するという認識に立ち、障害

の有無にかかわらず、誰もが地域社会で共に支え合い、安心して暮らせるまちを目指し、

障害のある人に対する福祉の向上のため、様々な施策を推進してきた。 

しかしながら、依然として障害のある人は、障害に対する誤解や偏見により不利益な

取扱いを受け、配慮不足により日常生活の様々な場面で不自由を感じている状況にあ

る。 
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このような中、障害のある人もない人も、共に支え合い、安心して暮らせるまちの実

現のため、市、市民、事業者など全ての者が連携し、障害のある人の生活を困難にして

きた心の壁、社会参加を困難にする物理的環境、社会的制度、情報の不足など、社会的

障壁を取り除き、障害のある人に対するいかなる差別もなくす取組が私たちに求められ

ている。 

このため、私たちは、障害のある人が、障害のない人と等しく、基本的人権を享有す

る個人としてその尊厳が重んぜられ、相互に人格と個性を尊重し合いながら共に安心し

て暮らせるまちの実現を目指し、この条例を制定する。 

（基本理念） 

第３条 障害者に対する差別をなくすための取組は、全ての障害者が、障害者でない者

と等しく、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさ

わしい生活を保障される権利を有することを前提として行わなければならない。 

２ 障害者に対する差別をなくすための取組は、差別の多くが障害者に対する誤解、偏

見その他の理解の不足から生じていることを踏まえ、障害及び障害者に対する理解を

広げる取組と一体のものとして行わなければならない。 

３ 障害者に対する差別をなくすための取組は、様々な立場の市民がそれぞれの立場を

理解し、相互に協力して行わなければならない。 

７．長崎県 

（前文） 

私たちが住む長崎県は、美しい自然に恵まれ、歴史と文化に育まれた県として、また、

被爆地を有する県として、平和の大切さを何よりも重く受け止め、その実現に寄与する

役割を担っている。 

平和の実現のためには、単に争いをなくすというばかりでなく、誰もが基本的人権を

有する個人として尊重され、共に生きていくことのできる社会を作り上げていく必要が

ある。しかしながら、現状は、社会的に弱い立場にある障害のある人が、依然として、

物理的な障壁、偏見や誤解といった意識上の障壁など、様々な社会的障壁による制約を

受け、その自立と社会参加を十分に果たせていない。 

私たちは、障害のある人が合理的配慮により自らの力を十分に発揮することができ、

障害のある人と障害のない人とが互いに優しく接し合うことができる社会環境を整え

ることによって、障害のある人と障害のない人とが対等な関係となり、誰もが排除され

ることなく安心して共に生きていくことのできる平和な社会を作り上げていくことが

できる。 
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ここに、私たちは、障害及び障害のある人に対する理解を深め、障害のある人に対す

る差別をなくすことを通じて、共生社会を実現することにより、もって平和を目指すこ

とを決意し、この条例を制定する。 

（基本理念） 

第３条第１条に規定する共生社会の実現は、次に掲げる事項を旨として図られなければ

ならない。 

(1)障害のある人は、障害のない人と同等の権利を有しており、合理的配慮により社

会の様々な分野に参加し貢献できること。 

(2)障害のある人は、どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、地域

社会において他の人々と共生することを妨げられないこと。 

(3)誰もが障害を有することとなる可能性があることから、障害を障害のある人だけ

の問題としてではなく、障害のない人も含めた全ての人の問題として認識し、障害

のある人と障害のない人とが共に学び合い理解を深める必要があること。 

(4)差別する側と差別される側とに分けて相手側を一方的に非難し制裁を加えようと

するものであってはならないこと。 

８．沖縄県 

（前文） 

沖縄県では、県民の心に根ざした人と人とのつながりを大切にする相互扶助の精神に

基づき、共に助け合う地域社会が築かれてきた。 

しかしながら、障害のある人については、障害を理由とする差別を受けたり、良好な

居住環境、自由な移動、情報の利用等が十分に確保又は配慮されていないこと等の様々

な要因により、自己の望む生活を十分に実現できているとは言えない。 

また、障害のない人にとって問題にならないことが障害があることにより社会的障壁

となったり、障害のある人に対する理解の不足、誤解、偏見等により、今なお日常生活

及び社会生活の中で、困難を余儀なくされている人も少なくない実態がある。 

さらに、本県においては、離島及びへき地における厳しい生活条件が、障害のある人

にとって不利なものになっている。 

このような状況において、私たちに今こそ求められているのは、障害のある人に対す

る福祉、医療、雇用、教育等の充実とともに、障害のある人に対する障害を理由とする

差別等をなくしていく取組である。 

ここに私たちは、国際社会や国内の動向を踏まえ、障害のある人もない人も全ての県
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民が等しく地域社会の一員としてあらゆる分野に参加できる共生社会の実現を目指し

て、この条例を制定する。 

（基本理念） 

第３条第１条に規定する共生社会の実現は、全ての障害のある人が障害のない人と等し

く基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生

活を保障される権利を有することを踏まえ、県、市町村及び県民の相互の連携協力の

下に、社会全体として推進していかなければならない。 

９．京都府 

（前文） 

全ての者が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない

個人として尊重される社会が実現されることは、我が国だけでなく、全ての人類の共通

の思いである。  

私たちの住む京都においても、府民一人ひとりが、このような思いを持って、その尊

厳が重んじられるとともに、その基本的人権が尊重され、相互に思いやりの心でつなが

り、支え合う地域社会を築くために、先人たちによりたゆまぬ努力が重ねられてきた。

しかしながら、障害者が、障害を理由として不当な差別的取扱いを受けたり、障害者

に対する性別、年齢や障害の状態に応じた配慮が十分でないことなどにより、地域にお

ける安心した生活を妨げられたりしている状況が、私たちの社会には今なお存在する。

そして、こうした状況の背景には、障害者の社会参加を制約する物理的な障壁や障害

に関する理解の不足から生じる誤解、偏見等の意識上の障壁など、様々な社会的障壁が

ある。  

こうした状況において、全ての府民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、

相互に人格と個性を尊重し合いながら、共に安心していきいきと暮らしやすい共生社会

を実現するためには、共生社会の推進に取り組むそれぞれの主体が連携及び協働をし

て、障害を理由として差別することその他の障害者の権利利益を侵害する行為をなくす

とともに、社会的障壁を取り除き、全ての府民の障害への理解を十分に深めて、障害者

の社会参加を支援する取組を推進することが必要である。  

このような認識の下に、私たちは、共生社会の実現を強く念願し、障害者の権利に関

する条約、障害者基本法、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律等の趣旨を

踏まえ、共生社会の推進に関し基本理念等を定め、その取組を府、府民、事業者及び市

町村、国その他の関係機関が一体となって総合的かつ計画的に推進するため、この条例

を制定する。 
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（基本理念）  

第２条 共生社会（全ての府民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互

に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会をいう。以下同じ。）の推進は、全て

の障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が

重んじられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有することを前提としつ

つ、次に掲げる事項を旨として行われなければならない。  

(1) 全て障害者は、社会を構成する一員として、社会、経済、文化その他あらゆる分

野の活動に参加する機会が確保されること。 

(2) 全て障害者は、可能な限り、どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保

され、地域社会において他の人々と共生することを妨げられないこと。  

(3) 全て障害者は、可能な限り、言語（手話を含む。）その他の意思疎通のための手

段についての選択の機会が確保されるとともに、情報の取得又は利用のための手段

についての選択の機会の拡大が図られること。  

(4) 全て障害者は、障害のある女性が障害及び性別による複合的な原因により特に困

難な状況に置かれる場合等、その性別、年齢等による複合的な原因により特に困難

な状況に置かれる場合においては、その状況に応じた適切な配慮がなされること。

(5) 障害及び社会的障壁に係る問題は、障害の有無にかかわらず、全ての府民の問題

として認識され、その理解が深められること。  

(6) 共生社会を推進するための取組は、府、府民、事業者及び市町村、国その他の関

係機関（以下「市町村等」という。）の適切な役割分担並びに相互の連携及び協働

の下に行われること。  

（特定相談）  

第９条 障害者及びその家族その他の関係者は、知事に対し、障害者に関する次に掲げ

る相談（以下「特定相談」という。）をすることができる。  

(1) 第６条に規定する不利益な取扱いに関すること。  

(2) 第７条第１項の均等な機会及び同条第２項の不当な差別的取扱いに関すること。

(3) 前条第１項に規定する配慮に関すること。  

(4) 第２条第４号に規定する配慮に関すること。  

(5) 当該障害者の障害を理由とする言動であって当該障害者に不快の念を起こさせ

るものに関すること。 

(6) 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成23年法

律第79号）第３条の虐待に関すること。 


